
過去に「雇用調整助成金」を受給した事業主の皆さまへ
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× 休業手当等支払率 × 助成率 ー
雇用保険の
基本手当日額

年間賃金総額

１か月当たりの
平均被保険者数

被保険者の平均
年間所定労働日数

支給申請書等から算定される助成額単価
助成額単価の上限額（見直し後の雇用保険の基本手当日額の最高額が上限）

※助成額単価の差額の算定方法

×

（企業毎に異なる）
中小 2/3
その他 1/2（賃金総額・被保険者数は前年度、労働日数は前年度末時点） （見直し前の最高額）

１～１０円 × １００日 × （１＋０．０１） ＝ １０１ ～ １，０１０円
（計算例１）従業員10人が10日間、H30.8.1～H31.3.17の間に休業を開始した事業主（助成額単価の差額：最大10円、休業延べ日数１０×１０＝100日）

（計算例２）従業員20人が５日間、H22.8.1～H23.7.31の間に休業を開始した事業主（助成額単価の差額：最大55円、休業延べ日数２０×５＝100日）
１～５５円 × １００日 × （１＋０．０５） ＝ １０５ ～ ５，７７５円

〈(1)～(3)すべてに該当する事業主〉

(1) 以下の期間に雇用調整助成金の休業等に係る判定基礎期間（※）の初日があるもの又は出向期間の初日があること

・平成16年8月1日から平成23年7月31日までの間

・平成26年8月1日から平成31年3月17日までの間

※「判定基礎期間」とは、毎月の賃金の締め切り日の翌日から、その次の締め切り日までの期間をいいます。

(2) 平成31年3月17日までに雇用調整助成金の支給決定がされていること

(3) (１)の期間に対応する支給決定金額の算定において、雇用保険の基本手当日額の最高額を「助成額単価」として算定
しており、支給申請書等から算定される助成額単価と見直し前の雇用保険の基本手当日額の最高額との差額が１円
以上であること（出向は算定した支給額の差額が１円以上であること）

雇用調整助成金の追加支給の対象となる事業主

雇用調整助成金の追加支給額の算定（例）

助成額単価の差額 × 休業等延べ日数 × （１＋加算率）＝ 追加支給額

（※従業員１人・１日当たりの追加助成額）

〈休業又は教育訓練の場合〉

雇用調整助成金の他、以下の助成金等を受給した事業主の皆さまへ

・ 就職促進手当 （労働施策総合推進法）
・ 育児・介護雇用安定等助成金 （育児休業取得促進等助成金（育児休業取得促進措置））
・ 育児・介護雇用安定等助成金 （育児休業取得促進等助成金（短時間勤務促進措置））
・ 中小企業人材確保支援助成金 （中小企業雇用管理改善助成金）［職業相談者配置事業］
・ 建設雇用改善助成金 (建設業新規・成長分野進出教育訓練助成金(教育訓練受講給付金))
・ 建設雇用改善助成金 (建設教育訓練助成金(建設業務労働者就業機会確保事業教育訓練))

雇用調整助成金の他、上記制度においても追加給付が生じる可能性があります。

▶詳しくは厚生労働省HPをご覧下さい https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00036.html

支給決定時期 追加支給の事務処理の進め方

平成23～30年度
○ 労働局で保存している支給申請書等により追加支給の対象となることが確認できた事業主の方等に対し、平成31

年４月以降、順次「お知らせ」を送付
○ ご確認ができた方から順次、お支払いを開始

平成16～22年度

○ 平成31年４月以降、一定の要件に該当する場合に追加支給の可能性があることについて幅広く「お申し出の呼び
かけ」

○ お心当たりのある事業主の方等からお申し出をいただき、関係書類により追加支給の対象となることが確認でき
た方から、平成31年４月以降順次、お支払いを開始

今後の事務の進め方

▶厚生労働省の「毎月勤労統計調査」の変更による助成金の影響
毎月勤労統計調査の事案により雇用保険等の給付額に影響が生じています。このため以下の助成金等について追加給付します。


